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社会保険労務士 

さくら事務所便り 

2020 年 12 月号 

連絡先：〒223-0052  

 神奈川県横浜市港北区綱島東 5-4-5-108 

電話 ：045-716-6080   

ｅ－ｍａｉｌ：info@sakura-management.net 

来年 4 月 1 日施行！  

気になる同一労働同一賃

金の取組みと賃金の動向

について 

 

◆「同一労働同一賃金」と

は？ 

 同一企業における、いわゆ

る正社員と非正規社員（有期

雇用労働者、パートタイマ

ー、派遣労働者）の間の不合

理な待遇差の解消を目指し、

基本給や賞与などあらゆる

待遇について不合理な待遇

差を設けることが禁止され

ます。 

また、非正規社員から求め

があった場合に、正社員との

待遇差の内容や理由などに

ついて、事業主が説明するこ

と、また説明を求めたことを

理由に不利益取扱いをしな

いことが義務付けられます。 

2020 年 4 月 1 日より大企

業と労働者派遣について適

用され、中小企業は 2021 年

4 月から適用となります。 

 

◆企業・労働者はどんな反応

をしている？ 

11 月６日の閣議に提出さ

れた「令和２年度 年次経済

財政報告」の第２章にて、同

一労働同一賃金の取組みや

影響に関する内容がまとめ

られているので、一部を紹介

します。 

待遇の違いについて、「業

務の内容等が同じ正社員と

比較して納得できない」と回

答したパートタイマー・有期

雇用労働者の割合は、「賞与」

37.0％、「定期的な昇給」

26.6％、「退職金」23.3％、「人

事評価・考課」12.7％となっ

ています。 

一方、取組みの実施率は、

「 業 務 内 容 の 明 確 化 」

35.2％、「給与体系の見直し」

34.0％、「諸手当の見直し」

31.3％、「福利厚生制度の見

直し」21.2％、「人事評価の一

本化等」17.7％となっていま

す。 

また、企業が課題と感じて

いることは、「費用がかさむ」

30.4％、「取り組むべき内容

が不明確」19.5％、「社内慣行

や風習を変える事が難しい」

18.7％、「効果的な対応策が

ない、分からない」16.5％、

「業務の柔軟な調整」16.1％

となっています。 

 

◆対応に必要な費用の一部

に助成金を活用することも

できます 

 厚生労働省のキャリアア

ップ助成金は、キャリアアッ

プ計画を提出して６つのコ

ースから選んで非正規社員

の待遇改善等を行う場合に、

費用の助成が受けられます。 

 近年、「同一労働同一賃金」

に向けて対応を進める企業

で多く利用されていますが、

申請が適正になされず不正

受給と判断されると、支給取

消しやペナルティが課され

るだけでなく企業名が公表

されます。 

 助成金の利用も含めて、

「同一労働同一賃金」への対

応は、専門家に相談しながら

進めるのがよいでしょう。 

 

 

これからの人材育成戦略

「リスキリング」 

 

◆「リスキリング」とは 

 「 リ ス キ リ ン グ

（ Reskilling ／ Re-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

skilling）」という言葉をご

存じですか？ これはもと

もと「従業員の職業能力の再

開発・再教育」という意味合

いで使われている言葉です

が、近時は、「市場ニーズに適

合するため、保有している専

門性に、新しい取組みにも順

応できるスキルを意図的に

獲得し、自身の専門性を太

く、変化に対応できるように

する取組み」と位置づけられ

ています。 

 

◆「リスキリング」の有用性 

デジタル化の進展や、コロ

ナウイルスの問題など、現

在、企業には、数多くの変化

が生じています。あらゆる変

化に備える必要があり、その

ための対策の一環として、従

業員の専門性やスキルを柔

軟に取り扱う観点から、リス

キリングの有用性が注目を

集めています。たとえば、変

化が生じるたびに、その変化

に対応する新しいスキルを

持つ人材を雇おうとするの

は困難ですが、従業員がすで

に習得しているスキルを再

開発して底上げすることで

対応が可能になれば、既存の

人材で、企業が直面する多種

多様な課題に対応すること

ができ、大変有益です。 

 一方で、日本においては、

488 万 4,000 人の労働者がリ

スキリングを行う必要があ

るとされており（IBM の 2019

年調査結果による）、まだま

だ取組みが進んでいない状

況が窺えます。 

◆「リスキリング」の取組み 

リスキリングに取り組む

上では、従業員の能力や適

性を把握して、今後獲得す

べきスキルやキャリアの方

向性を決定することが大切

です。発見したスキルギャ

ップを埋めるための学習を

繰り返すことで、従業員の

スキルは徐々に底上げされ

ていきます。 

企業にとってもメリット

の多いリスキリング。人材

を活用するための戦略の一

環として、投資を検討して

みてもよいかもしれませ

ん。 

 

 

12 月の税務と労務の手

続期限［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別

徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 

 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

～当事務所より一言～ 

 

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞［公共

職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税

の納付＜第 3 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては

異なる月の場合がある。 

 

本年最後の給料の支払を受

ける日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴

収所得税の不足額徴収

繰延承認申請書の提出 

［給与の支払者（所轄税

務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控

除申告書、給与所得者の

配偶者控除等申告書、 

住宅借入金等特別控除

申告書、給与所得者の基

礎控除申告書、 

所得金額調整控除に係

る申告書の提出［給与の

支払者（所轄税務署）］ 


